
令和　　　年　　　月　　　日

※記載上の注意

（１）申告にあたっては、資産が要件に該当することが判明する資料（届出書や許認可書、契約書等の写し）を添付すること。

（2）資産の種類については、①構築物、②機械及び装置、③船舶、④航空機、⑤車両及び運搬具、⑥工具器具及び備品、のいずれかの番号を記載すること。

法人にあっては
法人の名称及び

代表者名

 
申
請
者

取得年月 

（年号）

取得価額

円

所有者コード

地方税法第349条の3　第      　　号

本法附則第15条　第     　　号

本法附則第15条　第   　　　号

令和　　　年度から

令和　　　年度まで

令和　　　年度から

令和　　　年度まで

令和　　　年度から

令和　　　年度まで

令和　　　年度から

氏　名

 住　所

地方税法第349条の3　第      　　号

地方税法第349条の3　第      　　号

年　　　月　　　日

年　　　月　　　日

下記の資産は課税標準の特例に該当しますので、関係書類を添えて適用の申請をします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

資産の所在地

事業の種類

　〒

　
　　　　　　　　　　　　　　℡（　　　　　　　）　　　　　　　－

添付書類

　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日

資産の名称（型式及び規格）
数
量

固定資産税（償却資産）課税標準の特例適用申請書

国富町長　　殿

資産
の

種類 適用期間　・　率その他
備　　考

地方税法第349条の3　第　     　号

本法附則第15条　第   　　　号

該　当　条　項

税　務　課　記　入　欄耐用
年数

地方税法第349条の3　第      　　号

本法附則第15条　第     　　号
年　　　月　　　日

本法附則第15条　第   　　　号 令和　　　年度まで

令和　　　年度から

令和　　　年度まで

受付印


